
 四日市市指定地域密着型介護予防サービスの基準を定める条例の一部を改正する条

例をここに公布する。  
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四日市市条例第４２号  

四日市市指定地域密着型介護予防サービスの基準を定める条例の一部を改正

する条例 

四日市市指定地域密着型介護予防サービスの基準を定める条例（平成２４年四日市

市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （地域との連携等） 

 第３９条 指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、その事業の運営に当

たっては、地域住民又はその自発的な

活動等との連携及び協力を行う等の地

域との交流を図らなければならない。 

 ２ 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、その事業の運営に当たって

は、提供した指定介護予防認知症対応

型通所介護に関する利用者からの苦情

に関して、市等が派遣する者が相談及

び援助を行う事業その他の市が実施す

る事業に協力するよう努めなければな

らない。 

  

（地域との連携等）  

第３９条 指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、指定介護予防認知症

対応型通所介護の提供に当たっては、

 



利用者、利用者の家族、地域住民の代

表者、市の職員又は当該指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所が所在す

る区域を管轄する法第１１５条の４６

第１項に規定する地域包括支援センタ

ーの職員、介護予防認知症対応型通所

介護について知見を有する者等により

構成される協議会（以下この項におい

て「運営推進会議」という。）を設置

し、おおむね６月に１回以上、運営推

進会議に対し活動状況を報告し、運営

推進会議による評価を受けるととも

に、運営推進会議から必要な要望、助

言等を聴く機会を設けなければならな

い。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、前項の報告、評価、要望、

助言等についての記録を作成するとと

もに、当該記録を公表しなければなら

ない。 

 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、その事業の運営に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等

との連携及び協力を行う等の地域との

交流を図らなければならない。 

 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、その事業の運営に当たって

は、提供した指定介護予防認知症対応

型通所介護に関する利用者からの苦情

に関して、市等が派遣する者が相談及

び援助を行う事業その他の市が実施す

る事業に協力するよう努めなければな

 



らない。 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の所在する建物と同一

の建物に居住する利用者に対して指定

介護予防認知症対応型通所介護を提供

する場合には、当該建物に居住する利

用者以外の者に対しても指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供を行うよ

う努めなければならない。 

 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、利用者に対する指定介護予

防認知症対応型通所介護の提供に関す

る次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から２年間保存しなければ

ならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、利用者に対する指定介護予

防認知症対応型通所介護の提供に関す

る次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から２年間保存しなければ

ならない。 

(1)から(5)まで （略） (1)から(5)まで （略） 

(6) 前条第２項に規定する報告、評

価、要望、助言等の記録 

 

  

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

６ 次の表の第１欄に掲げる場合におい

て、前各項に定める人員に関する基準

を満たす介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者を置くほか、同表の第２欄

に掲げる施設等の人員に関する基準を

満たす従業者を置いているときは、同

６ 次の表の第１欄に掲げる場合におい

て、前各項に定める人員に関する基準

を満たす介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者を置くほか、同表の第２欄

に掲げる施設等の人員に関する基準を

満たす従業者を置いているときは、同



表の第３欄に掲げる当該介護予防小規

模多機能型居宅介護従業者は、同表の

第２欄に掲げる施設等の職務に従事す

ることができる。 

表の第３欄に掲げる当該介護予防小規

模多機能型居宅介護従業者は、同表の

第２欄に掲げる施設等の職務に従事す

ることができる。 

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所に第２

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着

型特定施設、指定

地域密着型介護老

人福祉施設又は指

定介護療養型医療

施設（医療法（昭

和２３年法律第２

０５号）第７条第

２項第４号に規定

する療養病床を有

する診療所である

ものに限る。） 

介

護

職

員 

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所の同一

敷地内に第

２欄に掲げ

る施設等の

いずれかが

ある場合 

前項第２欄に掲げ

る施設等、指定居

宅サービスの事業

を行う事業所、指

定定期巡回・随時

対応型訪問介護看

護事業所、指定地

域密着型通所介護

事業所、指定認知

症対応型通所介護

事業所、指定介護

老人福祉施設又は

介護老人保健施設 

看

護

師

又

は

准

看

護

師 

 

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所に第２

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着

型特定施設、指定

地域密着型介護老

人福祉施設又は指

定介護療養型医療

施設（医療法（昭

和２３年法律第２

０５号）第７条第

２項第４号に規定

する療養病床を有

する診療所である

ものに限る。） 

介

護

職

員 

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所の同一

敷地内に第

２欄に掲げ

る施設等の

いずれかが

併設されて

いる場合 

前項第２欄に掲げ

る施設等、指定居

宅サービスの事業

を行う事業所、指

定定期巡回・随時

対応型訪問介護看

護事業所、指定認

知症対応型通所介

護事業所、指定介

護老人福祉施設又

は介護老人保健施

設 

看

護

師

又

は

准

看

護

師 

 



７ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所（指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所であって、指定

居宅サービス事業等その他の保健医療

又は福祉に関する事業について３年以

上の経験を有する指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業者又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者（指定

地域密着型サービス基準第１７１条第

１項に規定する指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者をいう。）により設

置される当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所以外の指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所（同項に規定する指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所をいう。）であ

って当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所に対して指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の提供に係る

支援を行うもの（以下「本体事業所」

という。）との密接な連携の下に運営

されるものをいう。以下同じ。）に置

くべき訪問サービスの提供に当たる介

護予防小規模多機能型居宅介護従業者

については、本体事業所の職員により

当該サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者の処

遇が適切に行われると認められるとき

は、１人以上とすることができる。 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所（指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所であって、指定

居宅サービス事業等その他の保健医療

又は福祉に関する事業について３年以

上の経験を有する指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業者又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者（指定

地域密着型サービス基準第１７１条第

１項に規定する指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者をいう。）により設

置される当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所以外の指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所（同項に規定する指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所をいう。）であ

って当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所に対して指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の提供に係る

支援を行うもの（以下「本体事業所」

という。）との密接な連携の下に運営

されるものをいう。以下同じ。）に置

くべき訪問サービスの提供に当たる介

護予防小規模多機能型居宅介護従業者

については、本体事業所の職員により

当該サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者の処

遇が適切に行われると認められるとき

は、１以上とすることができる。 

８及び９ （略） ８及び９ （略） 



１０ 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、登録者に係る指定介護

予防サービス等（法第８条の２第１６

項に規定する指定介護予防サービス等

をいう。以下同じ。）の利用に係る計

画及び介護予防小規模多機能型居宅介

護計画の作成に専ら従事する介護支援

専門員を置かなければならない。ただ

し、当該介護支援専門員は、利用者の

処遇に支障がない場合は、当該介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所の他

の職務に従事し、又は当該介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所に併設す

る第６項の表の当該指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所に第２欄に

掲げる施設等のいずれかが併設されて

いる場合の項の第２欄に掲げる施設等

の職務に従事することができる。 

１０ 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、登録者に係る指定介護

予防サービス等（法第８条の２第１８

項に規定する指定介護予防サービス等

をいう。以下同じ。）の利用に係る計

画及び介護予防小規模多機能型居宅介

護計画の作成に専ら従事する介護支援

専門員を置かなければならない。ただ

し、当該介護支援専門員は、利用者の

処遇に支障がない場合は、当該介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所の他

の職務に従事し、又は当該介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所に併設す

る第６項の表の当該指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所に第２欄に

掲げる施設等のいずれかが併設されて

いる場合の項の第２欄に掲げる施設等

の職務に従事することができる。 

１１から１３まで （略） １１から１３まで （略） 

  

（管理者） （管理者） 

第４５条 指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者は、指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に併設する前条第６項の表の当該指

第４５条 指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者は、指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に併設する前条第６項の表の当該指



定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所に第２欄に掲げる施設等のいずれ

かが併設されている場合の項の第２欄

に掲げる施設等の職務、同一敷地内の

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所（指定地域密着型サービス基

準第３条の４第１項に規定する指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所をいう。以下同じ。）の職務（当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所に係る指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業者（指定地域密

着型サービス基準第３条の４第１項に

規定する指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者をいう。以下同

じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事

業者（指定地域密着型サービス基準第

６条第１項に規定する指定夜間対応型

訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１１年厚生省

令第３７号。以下「指定居宅サービス

等基準」という。）第５条第１項に規

定する指定訪問介護事業者をいう。以

下同じ。）又は指定訪問看護事業者

（指定居宅サービス等基準第６０条第

１項に規定する指定訪問看護事業者を

いう。以下同じ。）の指定を併せて受

け、一体的な運営を行っている場合に

は、これらの事業に係る職務を含

む。）若しくは法第１１５条の４５第

定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所に第２欄に掲げる施設等のいずれ

かが併設されている場合の項の第２欄

に掲げる施設等の職務、同一敷地内の

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所（指定地域密着型サービス基

準第３条の４第１項に規定する指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所をいう。以下同じ。）の職務（当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所に係る指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業者（指定地域密

着型サービス基準第３条の４第１項に

規定する指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者をいう。以下同

じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事

業者（指定地域密着型サービス基準第

６条第１項に規定する指定夜間対応型

訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１１年厚生省

令第３７号。以下「指定居宅サービス

等基準」という。）第５条第１項に規

定する指定訪問介護事業者をいう。以

下同じ。）又は指定訪問看護事業者

（指定居宅サービス等基準第６０条第

１項に規定する指定訪問看護事業者を

いう。以下同じ。）の指定を併せて受

け、一体的な運営を行っている場合に

は、これらの事業に係る職務を含

む。）若しくは法第１１５条の４５第



１項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業（同項第１号ニに規定する

第１号介護予防支援事業を除く。）に

従事することができるものとする。 

１項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業（同項第１号に規定する第

１号介護予防支援事業を除く。）に従

事することができるものとする。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

  

 （地域との連携等） 

第６２条 削除 第６２条 指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者は、指定介護予防小規

模多機能型居宅介護の提供に当たって

は、利用者、利用者の家族、地域住民

の代表者、指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所が所在する市の職員

又は当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所が所在する区域を管轄

する法第１１５条の４６第１項に規定

する地域包括支援センターの職員、介

護予防小規模多機能型居宅介護につい

て知見を有する者等により構成される

協議会（以下この項において「運営推

進会議」という。）を設置し、おおむ

ね２月に１回以上、運営推進会議に対

し通いサービス及び宿泊サービスの提

供回数等の活動状況を報告し、運営推

進会議による評価を受けるとともに、

運営推進会議から必要な要望、助言等

を聴く機会を設けなければならない。 

 ２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、前項の報告、評価、要

望、助言等についての記録を作成する

とともに、当該記録を公表しなければ

ならない。 



 ３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、その事業の運営に当たっ

ては、地域住民又はその自発的な活動

等との連携及び協力を行う等の地域と

の交流を図らなければならない。 

 ４ 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、その事業の運営に当たっ

ては、提供した指定介護予防小規模多

機能型居宅介護に関する利用者からの

苦情に関して、市等が派遣する者が相

談及び援助を行う事業その他の市が実

施する事業に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

 ５ 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所の所在する建物と

同一の建物に居住する利用者に対して

指定介護予防小規模多機能型居宅介護

を提供する場合には、当該建物に居住

する利用者以外の者に対しても指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の提供

を行うよう努めなければならない。 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第６４条 （略） 第６４条 （略） 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、利用者に対する指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から２年間保存しな

ければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、利用者に対する指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から２年間保存しな

ければならない。 

(1)から(7)まで （略） (1)から(7)まで （略） 



(8) 次条において準用する第３９条第

２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

(8) 第６２条第２項に規定する報告、

評価、要望、助言等の記録 

  

（準用） （準用） 

第６５条 第１１条から第１５条まで、

第２１条、第２３条、第２４条、第２

６条、第２８条、第３１条から第３６

条まで、第３７条（第４項を除く。）

から第３９条までの規定は、指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の事業に

ついて準用する。この場合において、

第１１条第１項中「第２７条に規定す

る運営規程」とあるのは「第５７条に

規定する重要事項に関する規程」と、

「介護予防認知症対応型通所介護従業

者」とあるのは「介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者」と、第２６条第

２項中「この節」とあるのは「第３章

第４節」と、第２８条第３項及び第３

２条中「介護予防認知症対応型通所介

護従業者」とあるのは「介護予防小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第３

９条第１項中「介護予防認知症対応型

通所介護について知見を有する者」と

あるのは「介護予防小規模多機能型居

宅介護について知見を有する者」と、

「６月」とあるのは「２月」と、「活

動状況」とあるのは「通いサービス及

び宿泊サービスの提供回数等の活動状

況」と読み替えるものとする。 

第６５条 第１１条から第１５条まで、

第２１条、第２３条、第２４条、第２

６条、第２８条、第３１条から第３６

条まで、第３７条（第４項を除く。）

及び第３８条の規定は、指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の事業につい

て準用する。この場合において、第１

１条第１項中「第２７条に規定する運

営規程」とあるのは「第５７条に規定

する重要事項に関する規程」と、「介

護予防認知症対応型通所介護従業者」

とあるのは「介護予防小規模多機能型

居宅介護従業者」と、第２６条第２項

中「この節」とあるのは「第３章第４

節」と、第２８条第３項及び第３２条

中「介護予防認知症対応型通所介護従

業者」とあるのは「介護予防小規模多

機能型居宅介護従業者」と読み替える

ものとする。 

  



（準用） （準用） 

第８６条 第１１条、第１２条、第１４

条、第１５条、第２３条、第２４条、

第２６条、第３１条から第３４条ま

で、第３６条、第３７条（第４項を除

く。）、第３８条、第３９条（第５項

を除く）、第５６条、第５９条及び第

６１条の規定は、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の事業について準

用する。この場合において、第１１条

第１項中「第２７条に規定する運営規

程」とあるのは「第８０条に規定する

重要事項に関する規程」と、「介護予

防認知症対応型通所介護従業者」とあ

るのは「介護従業者」と、第２６条第

２項中「この節」とあるのは「第４章

第４節」と、第３２条中「介護予防認

知症対応型通所介護従業者」とあるの

は「介護従業者」と、第３９条（第５

項を除く。）第１項中「介護予防認知

症対応型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「介護予防認知症対

応型共同生活介護について知見を有す

る者」と、「６月」とあるのは「２

月」と、第５６条及び第５９条中「介

護予防小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第

５９条中「指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業者」とあるのは「指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者」と読み替えるものとする。 

第８６条 第１１条、第１２条、第１４

条、第１５条、第２３条、第２４条、

第２６条、第３１条から第３４条ま

で、第３６条、第３７条（第４項を除

く。）、第３８条、第５６条、第５９

条、第６１条及び第６２条の規定は、

指定介護予防認知症対応型共同生活介

護の事業について準用する。この場合

において、第１１条第１項中「第２７

条に規定する運営規程」とあるのは

「第８０条に規定する重要事項に関す

る規程」と、「介護予防認知症対応型

通所介護従業者」とあるのは「介護従

業者」と、第２６条第２項中「この

節」とあるのは「第４章第４節」と、

第３２条中「介護予防認知症対応型通

所介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第５６条及び第５９条中「介

護予防小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第

５９条中「指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業者」とあるのは「指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者」と、第６２条第１項中「介護予

防小規模多機能型居宅介護について知

見を有する者」とあるのは「介護予防

認知症対応型共同生活介護について知

見を有する者」と、「通いサービス及

び宿泊サービスの提供回数等の活動状

況」とあるのは「活動状況」と読み替

えるものとする。 



 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（健康福祉部介護・高齢福祉課） 


